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はじめに

　2016年 1 月 5 日、米国財務会計基準
審議会（FASB）は、会計基準更新書

（ASU）第2016-01号「金融商品―全般
（Subtopic 825-10）：金融資産及び金
融負債の認識及び測定」を公表した。
ASU第2016-01号は、FASBによる金融
商品に関する会計基準を見直す作業の
中の、金融商品の認識、測定、表示及び
開示に関連する成果の一部である。
　本稿では、ASU第2016-01号の概要
について、公開の営利企業における取扱
いを中心に解説する。FASBのボード・メ
ンバーやスタッフが、個人の見解を表明
することは奨励されており、本稿では、筆

者個人の見解が表明されている。会計
上の問題に関するFASBの公式見解は、
厳正なデュー・プロセス、審議を経たもの
に限られている。

これまでの経緯

　FASBは、金融商品に関する会計基
準の見直しについて、2000年代の後半に
は会計基準の共通化を目標として国際
会計基準審議会（IASB）と共同で進め
ていた。しかし、金融危機への対応の方
針について両審議会で意見が分かれた
ため、それぞれの審議会で別個に金融
商品に関する会計基準の見直しを行うこ
とにした。
　IASBが、分類及び測定、減損、ヘッジ
会計と 3 つのフェーズに分けて金融商品
に関する会計基準の見直しに取り組むこ
とにしたのに対し、FASBは単一のフェー
ズで取り組むことにした。2010年 5 月、
FASBは金融商品に関する包括的な会
計基準の案として、ASU案（公開草案）

「金融商品（Topic 825）並びにデリバ
ティブ及びヘッジ（Topic 815）：金融商
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品の会計処理並びにデリバティブ及び
ヘッジ活動の会計処理の見直し」（以下

「2010年の公開草案」という。）を公表し
た。この2010年の公開草案に寄せられ
たコメントを踏まえ、FASBは2013年 2 月、
改訂ASU案（公開草案）「金融商品―
全般（Subtopic 825-10）：金融資産及
び金 融負債の認 識 及び測 定」（以 下

「2013年の公開草案」という。）を公表し
た。この2013年の公開草案において、
FASBはデリバティブ及びヘッジに関する
会計基準の見直しをその範囲から除外し
た。
　このたび公表されたASU第2016-01
号は、2013年の公開草案の内容を基に
会計基準として最終化したものである。
なお、IASBによる金融商品に関する会
計基準の見直しの成果は、国際財務報
告基準（IFRS）第 9 号「金融商品」とし
て公表されている。

主な改善点

　FASBは、ASU第2016-01号による金
融商品に関する会計基準の主な改善点
として、以下の点を挙げている。
⑴　資本性金融商品の公正価値
測定

　ASU第2016-01号は、資本性金融商
品（連結会計又は持分法会計が適用さ
れるものを除く。）について、公正価値によ
り測定し、その公正価値の変動を純利益
に含めて認識することを要求している。た
だし、資本性金融商品の公正価値が容
易に算定可能ではない場合には、取得原
価（過去に減損を認識している場合には
減損損失控除後の取得原価）に、同一
の発行者による同一又は類似する投資
に関する秩序ある取引における観察可能
な価格の変動を加減する方法を選択す
ることを認めている。

　債券などの負債性金融商品において
は、その価値を実現する方法は、売却か
満期保有かの選択肢があるものの、株式
などの資本性金融商品おいては、満期が
ないため、その価値を実現する主たる方
法は、配当による回収を除けば、売却しか
ない。したがって、資本性金融商品につ
いては公正価値により測定することが適
切であるとの結論に至った。
　これに対し、市場関係者は、「戦略投
資」については、公正価値の変動をその
他の包括利益（OCI）に含める例外を設
けることを主張した。しかし、FASBは、こ
のような例外を含めることは会計処理を
複雑にすることから、採用しなかった。
FASBは、IASBが過去に同様の審議を
行った際に、「戦略投資」を原則主義的
に定義することは困難であり、必ずしも財
務諸表の利用者にとっての有用性を増加
させるとは限らないにもかかわらず、複雑
性が増すとの結論に至ったことも参考に
した。
　従前の米国会計基準では、公正価値
が容易に算定できない資本性金融商品
は、取得原価（過去に減損を認識してい
る場合には減損損失を控除後の取得原
価）により測定されていた。市場関係者
の多くは、公正価値が容易に算定できな
い資本性金融商品について、救済措置
を設けることに同意した。

⑵　公正価値が容易に算定でき
ない資本性金融商品の減損の
評価の簡素化

　ASU第2016-01号は、公正価値が容
易に算定できない資本性金融商品の減
損の評価について、定性的な評価を要求
することにより簡素化を行っている。この
定性的な評価は、有形固定資産等の減
損の評価における定性的な評価に類似
するものである。定性的な評価の結果、
減損していると判断された場合に、資本

性金融商品を公正価値により測定し、帳
簿価額がこの公正価値を上回る金額を
もって減損損失を算定することになる。
　従前の米国会計基準では、取得原価
により測定される投資について、帳簿価
額が公正価値を上回っているかどうかに
基づき、減損の評価が行われていた。た
だし、帳簿価額が公正価値を上回る場合
であっても、その減損が「一時的ではな
い」と判断されない限り、減損損失は認
識されなかった。したがって、減損損失を
認識するかどうかということと、減損損失
として認識する金額をいくらにするのかと
いうことの 2 つの判断が要求されていた。
　ASU第2016-01号では、定性的な評
価を行い、減損損失を認識するかどうか
を判断し、認識する場合の金額は帳簿価
額と公正価値の差額となる。すなわち、
要求される判断は 1 つとなり、「一時的で
はない」かどうかの判断は要求されない
ことになる。

⑶　償却原価により測定される
投資の公正価値の算定に関す
る注記の削除

　従前の米国会計基準では、貸借対照
表において償却原価により測定される投
資について、その公正価値と、その公正
価値の見積りに当たって用いた方法及び
重大な仮定を開示することが要求されて
いた。ASU第2016-01号の発効後も、公
正価値の開示は引き続き要求されること
になるものの、償却原価が本来の測定基
礎であり、公正価値は補足的な測定基礎
であるとの考えから、公正価値の見積り
に当たって用いた方法及び重大な仮定の
開示は要求されないことになる。
　なお、公開の営利企業以外の企業に
ついて、ASU第2016-01号は、貸借対照
表において償却原価により測定される投
資の公正価値の開示を免除している。
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⑷　公正価値の開示における出
口価格の概念の使用

　ASU第2016-01号は、開示を行う目的
で公正価値を測定する場合に、出口価
格の概念を使用することを要求している。
従前の米国会計基準では、入口価格の
概念を使用することも認められていた。
　入口価格の概念を使用することを認め
る規定は、公正価値測定に関する枠組
みが定められる前に定められたものであ
り、現在でも、一部の企業がローンや債
権の測定に入口価格の概念を用いてい
る。しかし、同じ公正価値であっても、入
口価格の概念と出口価格の概念が用い
られることは比較可能性を損なうとの指
摘が財務諸表の利用者からあったことか
ら、ASU第2016-01号は出口価格の概
念を統一的に用いることにした。
⑸　負債の自己の信用リスクの
影響の表示

　ASU第2016-01号は、公正価値オプ
ションを適用し、公正価値により測定した
負債の公正価値の変動のうち、金融商
品に固有の信用リスク（いわゆる「自己の
信用リスク」）の変動による部分について、
OCIに含めて表示することを要求してい
る。
　信用リスクが増大すれば、負債の価値
が減少し、利益が認識され、信用リスクが
減少すれば、負債の価値が増加し、損失
が認識されること（いわゆる「負債のパラ
ドックス」）は、誤解を招くと市場関係者は
主張してきた。ASU第2016-01号は、通
常、債務者と決済されるために自己の信
用リスクの変動による影響が実現しない、
公正価値オプションを適用した負債につ
いて、自己の信用リスクの変動による公
正価値の変動の影響をOCIに含めて表
示することにした。デリバティブやトレー
ディング目的で保有する負債については、
公正価値により決済することが可能な場

合が多く、自己の信用リスクの変動による
影響が実現するため、対象外とした。

⑹　金融資産及び金融負債の区
分表示

　ASU第2016-01号は、金融資産と金
融負債について、測定区分及び金融資
産の形式（すわなち、有価証券であるか、
ローンや債権であるか）によって貸借対
照表上又は関連する注記において区分
表示することを要求している。FASBは、
2013年の公開草案において、貸借対照
表上で区分表示することを提案していた
が、その情報を注記において提供するこ
とも認めることにした。
⑺　売却可能有価証券に関連す
る税効果

　ASU第2016-01号は、売却可能有価
証券に関連する繰延税金資産について
評価性引当金が必要であるかどうかの判
断は、企業の他の繰延税金資産と併せ
て行わなければならないことを明確化し
ている。従前の米国会計基準では、企業
の他の繰延税金資産と併せて判断する
かどうかについて、実務上、ばらつきが生
じていることが指摘されていた。また、
2010年の公開草案と2013年の公開草
案において示されたFASBの考え方も変
わっていた。
　FASBは、繰延税金資産の回収可能
性に関する判断について、売却可能有価
証券の公正価値の変動から生じるものに
ついてのみ、別個に判断する根拠がない
ことから、他の項目から生じる繰延税金
資産と併せて判断することとした。この
際、IASBが同様の暫定合意に至ってい
ることも参考にした。

IFRSとの差異

　FASBとIASBは一時期、金融商品に
関する会計処理を改善し、単一の認識
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及び測定モデルに共通化するために共
同で作業を行っていた。しかし、FASBは、
現行の金融商品に関する会計基準の枠
組みを維持し、限定的な改善を行うことと
した。これは、IFRS第 9 号と完全に会計
基準を共通化した場合の潜在的な費用
対効果を評価した結果である。FASBは、
現行の米国会計基準とIFRS第 9 号の
間の差異がそれほど大きくないことから、
IFRS第 9 号を完全に導入することによ
るコストと複雑性は、その便益を正当化し
ないとの結論に至った。
　米国会計基準とIFRSで金融商品に
関する会計処理について差異は残るもの
の、FASBは、ASU第2016-01号によっ
て、以下の 3 つの領域において会計基
準の共通化が進むと考えている。
・�　ASU第2016-01号により、公正価値

で測定される負債の公正価値の変動
のうち、自己の信用リスクによるものを
OCIに含めて表示する点は、IFRS第
9 号と共通化される。ただし、公正価
値で測定することができる負債の範囲
は米国会計基準とIFRSとで異なる。

・�　ASU第2016-01号により、ほとんど
の資本性金融商品を公正価値により
測定する点は、IFRS第 9 号を適用し
た結果と概ね整合している。ただし、
IFRS第 9 号は、特定の資本性金融
商 品について、公 正 価 値の変 動を
OCIに含め、その後、リサイクリングを
しない取消不能の選択を当初認識時
に行うことを認めている。

・�　ASU第2016-01号により、売却可能

有価証券に関連する繰延税金資産に
ついて評価性引当金が必要であるかど
うかの判断は、企業の他の項目から生
じる繰延税金資産と併せて行うことが
明確化される点は、IASBがIAS第12
号「法人所得税」の改訂に関連して
行った暫定合意の内容と同じである。

発効日及び移行規定

　ASU第2016-01号による改訂は、公
開の営利企業については、2017年12月
15日より後に開始する年度及びこれらの
年度に含まれる四半期より発効する。早
期適用は、自己の信用リスクに関連する
規定を除き、認められない。
　移行に当たっては、適用初年度の期首
における累積的影響額について貸借対
照表を修正する。公正価値が容易に算
定できない資本性金融商品に関する規
定は、その開示を含め、ASU第2016-01
号の適用時に企業が保有する資本性金
融商品に対して将来に向かって適用す
る。

おわりに

　FASBは当初、単一のフェーズで金融
商品に関する会計基準の見直しを行うこ
とを意図していたが、結果的に複数の
フェーズに分けて会計基準の見直しを
行っている。このたび公表されたASU第
2016-01号は、金融商品の認識、測定、
表示及び開示に関連する成果の一部で

あるが、他のフェーズの進捗状況は以下
のとおりである。
　金融資産の信用損失の測定に関する
会計基準の見直しについて、FASBは、
2010年の公開草案において金融商品の
原則的な測定基礎を公正価値とすること
を提案したものの、これを会計基準として
最 終 化させずに、2012年12月に改 訂
ASU案（公開草案）「金融商品―信用
損失（Subtopic 825-15）」を公表して
いる。FASBは、2016年にこの公開草案
の内容を基に会計基準として最終化する
作業を行っているところである。
　デリバティブ及びヘッジ活動に関する
会計基準の見直しについて、FASBは、
2010年の公開草案において改訂案を示
したものの、2013年の公開草案ではその
範囲から除外している。FASBは、2016
年に現行のヘッジ会計を限定的に改訂
することを提案するASU案（公開草案）
の公表に向けた作業を行っているところ
である。
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